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改 正 案
様式第一号（第二条関係）

現 行
様式第一号（第二条関係）

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。
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記載要領
１～５ （略）
６ ０ ４「許可を受けようとする建設業」の欄は、この申請書により許可を受けようとする建設業が一般
建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記
入すること。
「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。
土木工事業（土） 鋼構造物工事業（鋼） 熱絶縁工事業（絶）
建築工事業（建） 鉄筋工事業（筋） 電気通信工事業（通）
大工工事業（大） ほ装工事業（ほ） 造園工事業（園）
左官工事業（左） しゆんせつ工事業（しゆ） さく井工事業（井）
とび・土工工事業（と） 板金工事業（板） 建具工事業（具）
石工事業（石） ガラス工事業（ガ） 水道施設工事業（水）
屋根工事業（屋） 塗装工事業（塗） 消防施設工事業（消）
電気工事業（電） 防水工事業（防） 清掃施設工事業（清）
管工事業（管） 内装仕上工事業（内） 解体工事業（解）
タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 機械器具設置工事業（機）

７～ 17 （略）

記載要領
１～５ （略）
６ ０ ４「許可を受けようとする建設業」の欄は、この申請書により許可を受けようとする建設業が一般
建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記
入すること。
「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。
土木工事業（土） 鋼構造物工事業（鋼） 熱絶縁工事業（絶）
建築工事業（建） 鉄筋工事業（筋） 電気通信工事業（通）
大工工事業（大） ほ装工事業（ほ） 造園工事業（園）
左官工事業（左） しゆんせつ工事業（しゆ） さく井工事業（井）
とび・土工工事業（と） 板金工事業（板） 建具工事業（具）
石工事業（石） ガラス工事業（ガ） 水道施設工事業（水）
屋根工事業（屋） 塗装工事業（塗） 消防施設工事業（消）
電気工事業（電） 防水工事業（防） 清掃施設工事業（清）
管工事業（管） 内装仕上工事業（内） （新設）
タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 機械器具設置工事業（機）

７～ 17 （略）

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

別紙一 別紙一



- 4 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

別紙二(1) 別紙二(1)
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

記載要領
１・２ （略）
３ ８ ３及び８ ８「営業しようとする建設業」の欄は、営業しようとする建設業が一般建設業の場合は「１」
を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。

土木工事業（土） 鋼構造物工事業（鋼） 熱絶縁工事業（絶）
建築工事業（建） 鉄筋工事業（筋） 電気通信工事業（通）
大工工事業（大） ほ装工事業（ほ） 造園工事業（園）
左官工事業（左） しゆんせつ工事業（しゆ） さく井工事業（井）
とび・土工工事業（と） 板金工事業（板） 建具工事業（具）
石工事業（石） ガラス工事業（ガ） 水道施設工事業（水）
屋根工事業（屋） 塗装工事業（塗） 消防施設工事業（消）
電気工事業（電） 防水工事業（防） 清掃施設工事業（清）
管工事業（管） 内装仕上工事業（内） 解体工事業（解）
タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 機械器具設置工事業（機）
「変更前」の欄は、既に営業している建設業がある場合は同様の要領により記入すること。

４～６ （略）

記載要領
１・２ （略）
３ ８ ３及び８ ８「営業しようとする建設業」の欄は、営業しようとする建設業が一般建設業の場合は「１」
を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。

土木工事業（土） 鋼構造物工事業（鋼） 熱絶縁工事業（絶）
建築工事業（建） 鉄筋工事業（筋） 電気通信工事業（通）
大工工事業（大） ほ装工事業（ほ） 造園工事業（園）
左官工事業（左） しゆんせつ工事業（しゆ） さく井工事業（井）
とび・土工工事業（と） 板金工事業（板） 建具工事業（具）
石工事業（石） ガラス工事業（ガ） 水道施設工事業（水）
屋根工事業（屋） 塗装工事業（塗） 消防施設工事業（消）
電気工事業（電） 防水工事業（防） 清掃施設工事業（清）
管工事業（管） 内装仕上工事業（内） (新設)
タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 機械器具設置工事業（機）
「変更前」の欄は、既に営業している建設業がある場合は同様の要領により記入すること。

４～６ （略）
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

別紙四
（略）
記載要領
１ 「建設工事の種類」の欄は、建設業許可申請書（別記様式第一号）別紙二（１）「営業所一覧表（新規
許可等）」又は別紙二（２）「営業所一覧表（更新）」の「営業しようとする建設業」の欄に記載した建設
業のうち、記載する技術者が専任の技術者となる建設業に係る建設工事すべてについて、例えば「土－９」
のように、次の分類に従い、該当する数字と次の表の（ ）内に示された略号とを－（ハイフン）で結ん
で記載すること。
・一般建設業の場合
「１｣・・・・・・・法第７条第２号イ該当
「４｣・・・・・・・法第７条第２号ロ該当
「７｣・・・・・・・法第７条第２号ハ該当

・特定建設業の場合
「２｣・・・・・・・法第７条第２号イ及び法第 15条第２号ロ該当
「３｣・・・・・・・法第 15条第２号ハ該当（同号イと同等以上）
「５｣・・・・・・・法第７条第２号ロ及び法第 15条第２号ロ該当
「６｣・・・・・・・法第 15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上）
「８｣・・・・・・・法第７条第２号ハ及び法第 15条第２号ロ該当
「９｣・・・・・・・法第 15条第２号イ該当
土木一式工事（土） 鋼構造物工事（鋼） 熱絶縁工事（絶）
建築一式工事（建） 鉄筋工事（筋） 電気通信工事（通）
大工工事（大） ほ装工事（ほ） 造園工事（園）
左官工事（左） しゆんせつ工事（しゆ） さく井工事（井）
とび・土工・コンクリート工事（と） 板金工事（板） 建具工事（具）
石工事（石） ガラス工事（ガ） 水道施設工事（水）
屋根工事（屋） 塗装工事（塗） 消防施設工事（消）
電気工事（電） 防水工事（防） 清掃施設工事（清）
管工事（管） 内装仕上工事（内） 解体工事（解）
タイル・れんが・ブロツク工事（タ） 機械器具設置工事（機）

２ 「有資格区分」の欄は、記載する技術者が専任の技術者として該当する法第７条第２号及び法第 15 条
第２号の区分（法第７条第２号ハに該当する者又は法第 15 条第２号イに該当する者については、その有
する資格等の区分）について別表（二）の分類に従い、該当するコードを記載すること。

別紙四
（略）
記載要領
１ 「建設工事の種類」の欄は、建設業許可申請書（別記様式第一号）別紙二（１）「営業所一覧表（新規
許可等）」又は別紙二（２）「営業所一覧表（更新）」の「営業しようとする建設業」の欄に記載した建設
業のうち、記載する技術者が専任の技術者となる建設業に係る建設工事すべてについて、例えば「土－９」
のように、次の分類に従い、該当する数字と次の表の（ ）内に示された略号とを－（ハイフン）で結ん
で記載すること。
・一般建設業の場合
「１｣・・・・・・・法第７条第２号イ該当
「４｣・・・・・・・法第７条第２号ロ該当
「７｣・・・・・・・法第７条第２号ハ該当

・特定建設業の場合
「２｣・・・・・・・法第７条第２号イ及び法第 15条第２号ロ該当
「３｣・・・・・・・法第 15条第２号ハ該当（同号イと同等以上）
「５｣・・・・・・・法第７条第２号ロ及び法第 15条第２号ロ該当
「６｣・・・・・・・法第 15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上）
「８｣・・・・・・・法第７条第２号ハ及び法第 15条第２号ロ該当
「９｣・・・・・・・法第 15条第２号イ該当
土木一式工事（土） 鋼構造物工事（鋼） 熱絶縁工事（絶）
建築一式工事（建） 鉄筋工事（筋） 電気通信工事（通）
大工工事（大） ほ装工事（ほ） 造園工事（園）
左官工事（左） しゆんせつ工事（しゆ） さく井工事（井）
とび・土工・コンクリート工事（と） 板金工事（板） 建具工事（具）
石工事（石） ガラス工事（ガ） 水道施設工事（水）
屋根工事（屋） 塗装工事（塗） 消防施設工事（消）
電気工事（電） 防水工事（防） 清掃施設工事（清）
管工事（管） 内装仕上工事（内） （新設）
タイル・れんが・ブロツク工事（タ） 機械器具設置工事（機）

２ 「有資格区分」の欄は、記載する技術者が専任の技術者として該当する法第７条第２号及び法第 15 条
第２号の区分（法第７条第２号ハに該当する者又は法第 15 条第２号イに該当する者については、その有
する資格等の区分）について別表（二）の分類に従い、該当するコードを記載すること。
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第八号（第三条関係） 様式第八号（第三条関係）
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

記載要領
１～６ （略）
７ ６ ４「今後担当する建設工事の種類」の欄は、６ １「区分」の欄に「４」を記入した場合を除き、建
設業許可申請書（別記様式第一号）別紙二（１）「営業所一覧表（新規許可等）」の「営業しようとする建
設業」の欄に記入した建設業のうち、証明しようとする技術者が今後専任の技術者となる建設業に係る建
設工事すべてについて、次の分類に従い、該当する数字を次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記
入すること。
・一般建設業の場合
「１｣・・・・・・・法第７条第２号イ該当
「４｣・・・・・・・法第７条第２号ロ該当
「７｣・・・・・・・法第７条第２号ハ該当

・特定建設業の場合
「２｣・・・・・・・法第７条第２号イ及び法第 15条第２号ロ該当
「３｣・・・・・・・法第 15条第２号ハ該当（同号イと同等以上）
「５｣・・・・・・・法第７条第２号ロ及び法第 15条第２号ロ該当
「６｣・・・・・・・法第 15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上）
「８｣・・・・・・・法第７条第２号ハ及び法第 15条第２号ロ該当
「９｣・・・・・・・法第 15条第２号イ該当

土木一式工事（土） 鋼構造物工事（鋼） 熱絶縁工事（絶）
建築一式工事（建） 鉄筋工事（筋） 電気通信工事（通）
大工工事（大） ほ装工事（ほ） 造園工事（園）
左官工事（左） しゆんせつ工事（しゆ） さく井工事（井）
とび・土工・コンクリート工事（と） 板金工事（板） 建具工事（具）
石工事（石） ガラス工事（ガ） 水道施設工事（水）
屋根工事（屋） 塗装工事（塗） 消防施設工事（消）
電気工事（電） 防水工事（防） 清掃施設工事（清）
管工事（管） 内装仕上工事（内） 解体工事（解）
タイル・れんが・ブロツク工事（タ） 機械器具設置工事（機）
また、「現在担当している建設工事の種類」の欄は、６ １「区分」の欄に「１」、「２」、「４」又は「５」

を記入した場合（記載要領１（１）①に該当する場合を除く。）に、現在証明されている専任の技術者に
ついてこれまで専任の技術者となつていた建設業に係る建設工事すべてを、同様の要領により記入するこ
と。

８～１０ （略）

記載要領
１～６ （略）
７ ６ ４「今後担当する建設工事の種類」の欄は、６ １「区分」の欄に「４」を記入した場合を除き、建
設業許可申請書（別記様式第一号）別紙二（１）「営業所一覧表（新規許可等）」の「営業しようとする建
設業」の欄に記入した建設業のうち、証明しようとする技術者が今後専任の技術者となる建設業に係る建
設工事すべてについて、次の分類に従い、該当する数字を次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記
入すること。
・一般建設業の場合
「１」・・・・・・・法第７条第２号イ該当
「４」・・・・・・・法第７条第２号ロ該当
「７」・・・・・・・法第７条第２号ハ該当

・特定建設業の場合
「２」・・・・・・・法第７条第２号イ及び法第 15条第２号ロ該当
「３」・・・・・・・法第 15条第２号ハ該当（同号イと同等以上）
「５」・・・・・・・法第７条第２号ロ及び法第 15条第２号ロ該当
「６」・・・・・・・法第 15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上）
「８」・・・・・・・法第７条第２号ハ及び法第 15条第２号ロ該当
「９」・・・・・・・法第 15条第２号イ該当

土木一式工事（土） 鋼構造物工事（鋼） 熱絶縁工事（絶）
建築一式工事（建） 鉄筋工事（筋） 電気通信工事（通）
大工工事（大） ほ装工事（ほ） 造園工事（園）
左官工事（左） しゆんせつ工事（しゆ） さく井工事（井）
とび・土工・コンクリート工事（と） 板金工事（板） 建具工事（具）
石工事（石） ガラス工事（ガ） 水道施設工事（水）
屋根工事（屋） 塗装工事（塗） 消防施設工事（消）
電気工事（電） 防水工事（防） 清掃施設工事（清）
管工事（管） 内装仕上工事（内） （新設）
タイル・れんが・ブロツク工事（タ） 機械器具設置工事（機）
また、「現在担当している建設工事の種類」の欄は、６ １「区分」の欄に「１」、「２」、「４」又は「５」

を記入した場合（記載要領１（１）①に該当する場合を除く。）に、現在証明されている専任の技術者に
ついてこれまで専任の技術者となつていた建設業に係る建設工事すべてを、同様の要領により記入するこ
と。

８～１０ （略）
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第十一号の二 様式第十一号の二
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

記載要領
１～６ （略）
７ ７ ４「今後担当できる建設工事の種類（建設業法第 15条第２号ロ又はハ関係）」の欄は、７ １「区分」
の欄に「５」を記入した場合を除き、特定建設業の許可を受けようとする者又は受けている者で法第 15
条第２号ロ又はハに該当する技術者がいる場合に、当該技術者が同号ロの指導監督的な実務の経験を有す
る建設業に係る建設工事又は同号ハにより認定を受けた建設業に係る建設工事について、次の分類に従い、
該当する数字を次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。
「２」・・・・・・・法第７条第２号イ及び法第 15条第２号ロ該当
「３」・・・・・・・法第 15条第２号ハ該当（同号イと同等以上）
「５」・・・・・・・法第７条第２号ロ及び法第 15条第２号ロ該当
「６」・・・・・・・法第 15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上）
「８」・・・・・・・法第７条第２号ハ及び法第 15条第２号ロ該当

土木一式工事（土） 鋼構造物工事（鋼） 熱絶縁工事（絶）
建築一式工事（建） 鉄筋工事（筋） 電気通信工事（通）
大工工事（大） ほ装工事（ほ） 造園工事（園）
左官工事（左） しゆんせつ工事（しゆ） さく井工事（井）
とび・土工・コンクリート工事（と） 板金工事（板） 建具工事（具）
石工事（石） ガラス工事（ガ） 水道施設工事（水）
屋根工事（屋） 塗装工事（塗） 消防施設工事（消）
電気工事（電） 防水工事（防） 清掃施設工事（清）
管工事（管） 内装仕上工事（内） 解体工事（解）
タイル・れんが・ブロツク工事（タ） 機械器具設置工事（機）
また、「既提出の一覧表における建設工事の種類」の欄は、７ １「区分」の欄に「３」を記入した場合

に限り、既提出の一覧表の「今後担当できる建設工事の種類（建設業法第 15条第２号ロ又はハ関係）」の
欄に記入した数字を同様の要領により記入すること。

８ （略）

記載要領
１～６ （略）
７ ７ ４「今後担当できる建設工事の種類（建設業法第 15条第２号ロ又はハ関係）」の欄は、７ １「区分」
の欄に「５」を記入した場合を除き、特定建設業の許可を受けようとする者又は受けている者で法第 15
条第２号ロ又はハに該当する技術者がいる場合に、当該技術者が同号ロの指導監督的な実務の経験を有す
る建設業に係る建設工事又は同号ハにより認定を受けた建設業に係る建設工事について、次の分類に従い、
該当する数字を次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。
「２」・・・・・・・法第７条第２号イ及び法第 15条第２号ロ該当
「３」・・・・・・・法第 15条第２号ハ該当（同号イと同等以上）
「５」・・・・・・・法第７条第２号ロ及び法第 15条第２号ロ該当
「６」・・・・・・・法第 15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上）
「８」・・・・・・・法第７条第２号ハ及び法第 15条第２号ロ該当

土木一式工事（土） 鋼構造物工事（鋼） 熱絶縁工事（絶）
建築一式工事（建） 鉄筋工事（筋） 電気通信工事（通）
大工工事（大） ほ装工事（ほ） 造園工事（園）
左官工事（左） しゆんせつ工事（しゆ） さく井工事（井）
とび・土工・コンクリート工事（と） 板金工事（板） 建具工事（具）
石工事（石） ガラス工事（ガ） 水道施設工事（水）
屋根工事（屋） 塗装工事（塗） 消防施設工事（消）
電気工事（電） 防水工事（防） 清掃施設工事（清）
管工事（管） 内装仕上工事（内） （新設）
タイル・れんが・ブロツク工事（タ） 機械器具設置工事（機）
また、「既提出の一覧表における建設工事の種類」の欄は、７ １「区分」の欄に「３」を記入した場合

に限り、既提出の一覧表の「今後担当できる建設工事の種類（建設業法第 15条第２号ロ又はハ関係）」の
欄に記入した数字を同様の要領により記入すること。

８ （略）
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第十二号（第四条関係） 様式第十二号（第四条関係）
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第十三号（第四条関係） 様式第十三号（第四条関係）



- 13 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十号の三 様式第二十号の三
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

記載要領
１ この表は、次の（１）及び（２）の場合に、それぞれの場合ごとに作成すること。
（１） ①現在有効な許可をどの許可行政庁からも受けていない者が初めて許可を申請する場合

②現在有効な許可を受けている行政庁以外の許可行政庁に対し新規に許可を申請する場合
③一般建設業の許可のみを受けている者が新たに特定建設業の許可を申請する場合又は特定建設業
の許可のみを受けている者が新たに一般建設業の許可を申請する場合

④一般建設業の許可を受けている者が他の建設業について一般建設業の許可を申請する場合又は特
定建設業の許可を受けている者が他の建設業について特定建設業の許可を申請する場合

⑤既に受けている建設業の許可についてその更新を申請する場合
「申請者

この場合、「(１)」を○で囲み、 の「届出者」を消すとともに、「保険加入の有無」の欄
届出者」

は、申請時の加入状況を記入すること。
（２） 既提出の表に記入された保険加入の有無に変更があった場合

「申請者
この場合、「(２)」を○で囲み、 の「申請者」を消すとともに、「保険加入の有無」の欄

届出者」
は、変更後の加入状況を記入すること。

「申請者
２ の欄は、この表により建設業の許可の申請等をしようとする者（以下「申請者」という。）の

届出者」
他にこの表を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も併記し、押印すること。この場合
には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付すること。

「地方整備局長
「国土交通大臣 「般

３ 北海道開発局長 及び については、不要のものを消すこと。
知事」 特」

知事」、

４ 「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複
数あるときは、そのうち最も古いものについて記入すること。

５ 「営業所の名称」の欄は、別記様式第一号別紙二に記載した順に記載すること。

６ 「従業員数」の欄は、法人にあつてはその役員、個人にあつてはその事業主を含め全ての従業員数(建設
業以外に従事する者を含む。)を記載すること。（ ）内には、役員又は個人事業主（同居の親族である従業
員を含む。）の人数を内数として記載すること。

７ 「保険加入の有無」の「健康保険」の欄については、従業員が健康保険の被保険者の資格を取得したこと
についての日本年金機構又は健康保険組合に対する届出を行つている場合は「１」を、行つていない場合は
「２」を、従業員が４人以下である個人事業主である場合等の健康保険の適用が除外される場合は「３」を
記入すること。ただし、健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 34 条第１項の規定による一括適用の承認
に係る営業所（同条第２項の規定により適用事業所でなくなつたものとみなされるものに限る。以下同じ。）
については、記入を要しない。

８ 「保険加入の有無」の「厚生年金保険」の欄については、従業員が厚生年金保険の被保険者の資格を取得
したことについての日本年金機構に対する届出を行つている場合は「１」を、行つていない場合は「２」を、
従業員が４人以下である個人事業主である場合等の厚生年金保険の適用が除外される場合は「３」を記入す
ること。ただし、厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第８条の２第１項の規定による一括適用の承
認に係る営業所（同条第２項の規定により適用事業所でなくなつたものとみなされるものに限る。以下同じ。）
については、記入を要しない。

９ 「保険加入の有無」の「雇用保険」の欄については、その雇用する労働者が雇用保険の被保険者となつた
ことについての公共職業安定所の長に対する届出を行つている場合は「１」を、行つていない場合は「２」
を、従業員が１人も雇用されていない場合等の雇用保険の適用が除外される場合は「３」を記入すること。

10 「事業所整理記号等」の「健康保険」の欄については、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合に
あつては健康保険組合名）を記載すること。ただし、健康保険法第 34 条第１項の規定による一括適用の承
認に係る営業所については、「本店（○○支店等）一括」と記載すること。

記載要領

１ 「営業所の名称」の欄は、別記様式第一号別紙二に記載した順に記載すること。

２ 「従業員数」の欄は、法人にあつてはその役員、個人にあつてはその事業主を含め全ての従業員数(建設
業以外に従事する者を含む。)を記載すること。（ ）内には、役員又は個人事業主（同居の親族である従業
員を含む。）の人数を内数として記載すること。

３ 「保険加入の有無」の「健康保険」の欄については、従業員が健康保険の被保険者の資格を取得したこと
についての日本年金機構又は健康保険組合に対する届出を行つている場合は「１」を、行つていない場合は
「２」を、従業員が４人以下である個人事業主である場合等の健康保険の適用が除外される場合は「３」を
記入すること。ただし、健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 34 条第１項の規定による一括適用の承認
に係る営業所（同条第２項の規定により適用事業所でなくなつたものとみなされるものに限る。以下同じ。）
については、記入を要しない。

４ 「保険加入の有無」の「厚生年金保険」の欄については、従業員が厚生年金保険の被保険者の資格を取得
したことについての日本年金機構に対する届出を行つている場合は「１」を、行つていない場合は「２」を、
従業員が４人以下である個人事業主である場合等の厚生年金保険の適用が除外される場合は「３」を記入す
ること。ただし、厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第８条の２第１項の規定による一括適用の承
認に係る営業所（同条第２項の規定により適用事業所でなくなつたものとみなされるものに限る。以下同じ。）
については、記入を要しない。

５ 「保険加入の有無」の「雇用保険」の欄については、その雇用する労働者が雇用保険の被保険者となつた
ことについての公共職業安定所の長に対する届出を行つている場合は「１」を、行つていない場合は「２」
を、従業員が１人も雇用されていない場合等の雇用保険の適用が除外される場合は「３」を記入すること。

６ 「事業所整理記号等」の「健康保険」の欄については、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合に
あつては健康保険組合名）を記載すること。ただし、健康保険法第 34 条第１項の規定による一括適用の承
認に係る営業所については、「本店（○○支店等）一括」と記載すること。
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

11 「事業所整理記号等」の「厚生年金保険」の欄については、事業所整理記号及び事業所番号を記載するこ
と。ただし、厚生年金保険法第８条の２第１項の規定による一括適用の承認に係る営業所については、「本
店（○○支店等）一括」と記載すること。

12 「事業所整理記号等」の「雇用保険」の欄については、労働保険番号を記載すること。ただし、労働保険
の保険料の徴収等に関する法律（昭和 44年法律第 84号）第９条の規定による継続事業の一括の認可に係る
営業所については、「本店（○○支店等）一括」と記載すること。

７ 「事業所整理記号等」の「厚生年金保険」の欄については、事業所整理記号及び事業所番号を記載するこ
と。ただし、厚生年金保険法第８条の２第１項の規定による一括適用の承認に係る営業所については、「本
店（○○支店等）一括」と記載すること。

８ 「事業所整理記号等」の「雇用保険」の欄については、労働保険番号を記載すること。ただし、労働保険
の保険料の徴収等に関する法律（昭和 44年法律第 84号）第９条の規定による継続事業の一括の認可に係る
営業所については、「本店（○○支店等）一括」と記載すること。
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十一号 様式第二十一号
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十二号
（削除）

様式第二十二号
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十二号の二（第八条、第九条関係） 様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

記載要領
１～ 20 （略）
21 ８ ３及び８ ８「営業しようとする建設業」の欄は、一般建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合
は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。

土木工事業（土） 鋼構造物工事業（鋼） 熱絶縁工事業（絶）
建築工事業（建） 鉄筋工事業（筋） 電気通信工事業（通）
大工工事業（大） ほ装工事業（ほ） 造園工事業（園）
左官工事業（左） しゆんせつ工事業（しゆ） さく井工事業（井）
とび・土工工事業（と） 板金工事業（板） 建具工事業（具）
石工事業（石） ガラス工事業（ガ） 水道施設工事業（水）
屋根工事業（屋） 塗装工事業（塗） 消防施設工事業（消）
電気工事業（電） 防水工事業（防） 清掃施設工事業（清）
管工事業（管） 内装仕上工事業（内） 解体工事業（解）
タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 機械器具設置工事業（機）

22 （略）

記載要領
１～ 20 （略）
21 ８ ３及び８ ８「営業しようとする建設業」の欄は、一般建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合
は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。

土木工事業（土） 鋼構造物工事業（鋼） 熱絶縁工事業（絶）
建築工事業（建） 鉄筋工事業（筋） 電気通信工事業（通）
大工工事業（大） ほ装工事業（ほ） 造園工事業（園）
左官工事業（左） しゆんせつ工事業（しゆ） さく井工事業（井）
とび・土工工事業（と） 板金工事業（板） 建具工事業（具）
石工事業（石） ガラス工事業（ガ） 水道施設工事業（水）
屋根工事業（屋） 塗装工事業（塗） 消防施設工事業（消）
電気工事業（電） 防水工事業（防） 清掃施設工事業（清）
管工事業（管） 内装仕上工事業（内） （新設）
タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 機械器具設置工事業（機）

22 （略）
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十二号の三（第十条の二関係） 様式第二十二号の三（第十条の二関係）
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

記載要領
１ この届出書は次の場合に、それぞれの場合ごとに作成すること。
（１）～（４） （略）
（５） 法第８条第１号及び第７号から第 13号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合

この場合、「（５）」を○で囲むとともに、「具体的事由」の欄に記入すること。
２～６ （略）
７ 「建設工事の種類」の欄は、届け出た技術者が専任の技術者となつていた建設業に係る建設工事に
ついて、次の表の（ ）内に示された略号で記載すること。

土木一式工事（土） 鋼構造物工事（鋼） 熱絶縁工事（絶）
建築一式工事（建） 鉄筋工事（筋） 電気通信工事（通）
大工工事（大） ほ装工事（ほ） 造園工事（園）
左官工事（左） しゆんせつ工事（しゆ） さく井工事（井）
とび・土工・コンクリート工事（と） 板金工事（板） 建具工事（具）
石工事（石） ガラス工事（ガ） 水道施設工事（水）
屋根工事（屋） 塗装工事（塗） 消防施設工事（消）
電気工事（電） 防水工事（防） 清掃施設工事（清）
管工事（管） 内装仕上工事（内） 解体工事（解）
タイル・れんが・ブロツク工事（タ） 機械器具設置工事（機）

記載要領
１ この届出書は次の場合に、それぞれの場合ごとに作成すること。
（１）～（４） （略）
（５） 法第８条第１号及び第７号から第 11号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合

この場合、「（５）」を○で囲むとともに、「具体的事由」の欄に記入すること。
２～６ （略）
７ 「建設工事の種類」の欄は、届け出た技術者が専任の技術者となつていた建設業に係る建設工事に
ついて、次の表の（ ）内に示された略号で記載すること。

土木一式工事（土） 鋼構造物工事（鋼） 熱絶縁工事（絶）
建築一式工事（建） 鉄筋工事（筋） 電気通信工事（通）
大工工事（大） ほ装工事（ほ） 造園工事（園）
左官工事（左） しゆんせつ工事（しゆ） さく井工事（井）
とび・土工・コンクリート工事（と） 板金工事（板） 建具工事（具）
石工事（石） ガラス工事（ガ） 水道施設工事（水）
屋根工事（屋） 塗装工事（塗） 消防施設工事（消）
電気工事（電） 防水工事（防） 清掃施設工事（清）
管工事（管） 内装仕上工事（内） (新設)
タイル・れんが・ブロツク工事（タ） 機械器具設置工事（機）



- 22 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十二号の四（第十条の三関係） 様式第二十二号の四（第十条の三関係）



- 23 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

記載要領
１～５ （略）
６ ５ ６「廃止した建設業」の欄は、この届出書により廃止を届け出る建設業が一般建設業の場合は「１」
を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。

土木工事業（土） 鋼構造物工事業（鋼） 熱絶縁工事業（絶）
建築工事業（建） 鉄筋工事業（筋） 電気通信工事業（通）
大工工事業（大） ほ装工事業（ほ） 造園工事業（園）
左官工事業（左） しゆんせつ工事業（しゆ） さく井工事業（井）
とび・土工工事業（と） 板金工事業（板） 建具工事業（具）
石工事業（石） ガラス工事業（ガ） 水道施設工事業（水）
屋根工事業（屋） 塗装工事業（塗） 消防施設工事業（消）
電気工事業（電） 防水工事業（防） 清掃施設工事業（清）
管工事業（管） 内装仕上工事業（内） 解体工事業（解）
タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 機械器具設置工事業（機）
７～９ （略）

記載要領
１～５ （略）
６ ５ ６「廃止した建設業」の欄は、この届出書により廃止を届け出る建設業が一般建設業の場合は「１」
を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。

土木工事業（土） 鋼構造物工事業（鋼） 熱絶縁工事業（絶）
建築工事業（建） 鉄筋工事業（筋） 電気通信工事業（通）
大工工事業（大） ほ装工事業（ほ） 造園工事業（園）
左官工事業（左） しゆんせつ工事業（しゆ） さく井工事業（井）
とび・土工工事業（と） 板金工事業（板） 建具工事業（具）
石工事業（石） ガラス工事業（ガ） 水道施設工事業（水）
屋根工事業（屋） 塗装工事業（塗） 消防施設工事業（消）
電気工事業（電） 防水工事業（防） 清掃施設工事業（清）
管工事業（管） 内装仕上工事業（内） （新設）
タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 機械器具設置工事業（機）
７～９ （略）



- 24 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十五号の三（第十七条の六関係） 様式第二十五号の三（第十七条の六関係）
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十五号の四（第十七条の二十九関係） 様式第二十五号の四（第十七条の二十九関係）



- 26 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

記載要領
１～９ （略）
10 「監理技術者資格」の欄における「区分」のカラムには、資格者証に記載しようとする監理技術者資格
について別表(二)の分類に従い該当するコードを記入すること。ただし、当該資格が法第 15 条第２号ロ
に該当することである場合には０ ５と記入すること。
「番号」のカラムには、当該資格が法第 27 条第１項の規定による一級の技術検定の合格である場合に

は技術検定合格証明書の番号を、建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）に基づく一級の建築士である場合
には建築士登録番号を、技術士法（昭和 58年法律第 25号）に基づく第二次試験の合格である場合には第
二次試験合格証番号を、法第 15 条第２号ロに該当することである場合には同号ロの指導監督的な実務の
経験の基礎となる建設工事の種類に応じ下表の番号を、法第 15 条第２号ハに基づく国土交通大臣の認定
である場合には認定番号を、それぞれ対応するカラムに例えば□□□□□□□□１ ２のように右詰めで
記入すること。

番号 建設工事の種類 番号 建設工事の種類 コード 建設業の種類
03 大 工 工 事 15 板 金 工 事 24 さ く 井 工 事
04 左 官 工 事 16 ガ ラ ス 工 事 25 建 具 工 事
05 とび・土工・コンクリート工事 17 塗 装 工 事 26 水 道 施 設 工 事
06 石 工 事 18 防 水 工 事 27 消 防 施 設 工 事
07 屋 根 工 事 19 内 装 仕 上 工 事 28 清 掃 施 設 工 事
10 タイル・れんが・ブロック工事 20 機 械 器 具 設 置 工 事 29 解 体 工 事
12 鉄 筋 工 事 21 熱 絶 縁 工 事
14 し ゅ ん せ つ 工 事 22 電 気 通 信 工 事

11 「監理技術者講習修了履歴」の欄における「修了番号」のカラムには、過去５年以内に修了した監理技
術者講習がある場合に限り記入すること。その際、過去５年以内に講習を複数回修了している場合にあっ
ては、最新のものの修了番号を記入すること。

記載要領
１～９ （略）
10 「監理技術者資格」の欄における「区分」のカラムには、資格者証に記載しようとする監理技術者資格
について別表(二)の分類に従い該当するコードを記入すること。ただし、当該資格が法第 15 条第２号ロ
に該当することである場合には０ ５と記入すること。
「番号」のカラムには、当該資格が法第 27 条第１項の規定による一般の技術検定の合格である場合に

は技術検定合格証明書の番号を、建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）に基づく一級の建築士である場合
には建築士登録番号を、技術士法（昭和 58年法律第 25号）に基づく第二次試験の合格である場合には第
二次試験合格証番号を、法第 15 条第２号ロに該当することである場合には同号ロの指導監督的な実務の
経験の基礎となる建設工事の種類に応じ下表の番号を、法第 15 条第２号ハに基づく国土交通大臣の認定
である場合には認定番号を、それぞれ対応するカラムに例えば□□□□□□□□１ ２のように右詰めで
記入すること。

番号 建設工事の種類 番号 建設工事の種類 コード 建設業の種類
03 大 工 工 事 15 板 金 工 事 24 さ く 井 工 事
04 左 官 工 事 16 ガ ラ ス 工 事 25 建 具 工 事
05 とび・土工・コンクリート工事 17 塗 装 工 事 26 水 道 施 設 工 事
06 石 工 事 18 防 水 工 事 27 消 防 施 設 工 事
07 屋 根 工 事 19 内 装 仕 上 工 事 28 清 掃 施 設 工 事
10 タイル・れんが・ブロック工事 20 機 械 器 具 設 置 工 事（新設） （新設）
12 鉄 筋 工 事 21 熱 絶 縁 工 事
14 し ゅ ん せ つ 工 事 22 電 気 通 信 工 事

（新設）



- 27 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十五号の五（第十七条の三十関係） 様式第二十五号の五（第十七条の三十関係）

ｓ
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十五号の六（第十七条の三十一関係）
（略）
記載要領
１～９ （略）
10 「監理技術者資格」の欄は、既に交付を受けている資格者証に記載されている監理技術者資格を有しな
くなつた場合についてのみ記入すること。その際、「区分」のカラムには、資格者証から記載を削除しよ
うとする監理技術者資格について別表(二)の分類に従い該当するコードを記入すること。ただし、当該資
格が法第 15条第２号ロに該当することである場合には０ ５と記入すること。
「番号」のカラムには、資格者証から記載を削除しようとする当該資格が法第 27 条第１項の規定によ

る一級の技術検定の合格である場合には技術検定合格証明書の番号を、建築士法（昭和 25 年法律第 202
号）に基づく一級の建築士である場合には建築士登録番号を、技術士法（昭和 58年法律第 25号）に基づ
く第二次試験の合格である場合には第二次試験合格証番号を、法第 15 条第２号ロに該当することである
場合には同号ロの指導監督的な実務の経験の基礎となる建設工事の種類に応じ下表の番号を、法第 15 条
第２号ハに基づく国土交通大臣の認定である場合には認定番号を、それぞれ対応するカラムに例えば□□
□□□□□□１ ２のように右詰めで記入すること。

番号 建設工事の種類 番号 建設工事の種類 コード 建設業の種類
03 大 工 工 事 15 板 金 工 事 24 さ く 井 工 事
04 左 官 工 事 16 ガ ラ ス 工 事 25 建 具 工 事
05 とび・土工・コンクリート工事 17 塗 装 工 事 26 水 道 施 設 工 事
06 石 工 事 18 防 水 工 事 27 消 防 施 設 工 事
07 屋 根 工 事 19 内 装 仕 上 工 事 28 清 掃 施 設 工 事
10 タイル・れんが・ブロック工事 20 機 械 器 具 設 置 工 事 29 解 体 工 事
12 鉄 筋 工 事 21 熱 絶 縁 工 事
14 し ゅ ん せ つ 工 事 22 電 気 通 信 工 事

様式第二十五号の六（第十七条の三十一関係）
（略）
記載要領
１～９ （略）
10 「監理技術者資格」の欄は、既に交付を受けている資格者証に記載されている監理技術者資格を有しな
くなつた場合についてのみ記入すること。その際、「区分」のカラムには、資格者証から記載を削除しよ
うとする監理技術者資格について別表(二)の分類に従い該当するコードを記入すること。ただし、当該資
格が法第 15条第２号ロに該当することである場合には０ ５と記入すること。
「番号」のカラムには、資格者証から記載を削除しようとする当該資格が法第 27 条第１項の規定によ

る一級の技術検定の合格である場合には技術検定合格証明書の番号を、建築士法（昭和 25 年法律第 202
号）に基づく一級の建築士である場合には建築士登録番号を、技術士法（昭和 58年法律第 25号）に基づ
く第二次試験の合格である場合には第二次試験合格証番号を、法第 15 条第２号ロに該当することである
場合には同号ロの指導監督的な実務の経験の基礎となる建設工事の種類に応じ下表の番号を、法第 15 条
第２号ハに基づく国土交通大臣の認定である場合には認定番号を、それぞれ対応するカラムに例えば□□
□□□□□□１ ２のように右詰めで記入すること。

番号 建設工事の種類 番号 建設工事の種類 コード 建設業の種類
03 大 工 工 事 15 板 金 工 事 24 さ く 井 工 事
04 左 官 工 事 16 ガ ラ ス 工 事 25 建 具 工 事
05 とび・土工・コンクリート工事 17 塗 装 工 事 26 水 道 施 設 工 事
06 石 工 事 18 防 水 工 事 27 消 防 施 設 工 事
07 屋 根 工 事 19 内 装 仕 上 工 事 28 清 掃 施 設 工 事
10 タイル・れんが・ブロック工事 20 機 械 器 具 設 置 工 事（新設） （新設）
12 鉄 筋 工 事 21 熱 絶 縁 工 事
14 し ゅ ん せ つ 工 事 22 電 気 通 信 工 事



- 29 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十五号の七（第十七条の三十二関係） 様式第二十五号の七（第十七条の三十二関係）



- 30 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

記載要領
１～７ （略）
８ 「監理技術者講習修了履歴」の欄における「修了番号」のカラムには、過去５年以内に修了した監理技
術者講習がある場合に限り記入すること。その際、過去５年以内に講習を複数回修了している場合にあっ
ては、最新のものの修了番号を記入すること。

記載要領
１～７ （略）
（新設）



- 31 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係） 様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）



- 32 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。



- 33 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

記載要領
１～ 17 （略）
18 １ ５「許可を受けている建設業」の欄は、申請時に許可を受けている建設業が一般建設業の場合は「１」
を、 特定建設業の場合は「２」を次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。

土木工事業（土） 鋼構造物工事業（鋼） 熱絶縁工事業（絶）
建築工事業（建） 鉄筋工事業（筋） 電気通信工事業（通）
大工工事業（大） ほ装工事業（ほ） 造園工事業（園）
左官工事業（左） しゆんせつ工事業（しゆ） さく井工事業（井）
とび・土工工事業（と） 板金工事業（板） 建具工事業（具）
石工事業（石） ガラス工事業（ガ） 水道施設工事業（水）
屋根工事業（屋） 塗装工事業（塗） 消防施設工事業（消）
電気工事業（電） 防水工事業（防） 清掃施設工事業（清）
管工事業（管） 内装仕上工事業（内） 解体工事業（解）

タイル・れんが・ブロック工事 機械器具設置工事業（機）

業（タ）
19～ 24 （略）

記載要領
１～ 17 （略）
18 １ ５「許可を受けている建設業」の欄は、申請時に許可を受けている建設業が一般建設業の場合は「１」
を、 特定建設業の場合は「２」を次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。

土木工事業（土） 鋼構造物工事業（鋼） 熱絶縁工事業（絶）
建築工事業（建） 鉄筋工事業（筋） 電気通信工事業（通）
大工工事業（大） ほ装工事業（ほ） 造園工事業（園）
左官工事業（左） しゆんせつ工事業（しゆ） さく井工事業（井）
とび・土工工事業（と） 板金工事業（板） 建具工事業（具）
石工事業（石） ガラス工事業（ガ） 水道施設工事業（水）
屋根工事業（屋） 塗装工事業（塗） 消防施設工事業（消）
電気工事業（電） 防水工事業（防） 清掃施設工事業（清）
管工事業（管） 内装仕上工事業（内） （新設）

タイル・れんが・ブロック工事 機械器具設置工事業（機）

業（タ）
19～ 24 （略）



- 34 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十五号の十一別紙一
（略）
記載要領
１～３ （略）
４ ３ ２ 「業種コード」の欄は、次のコード表により該当する工事の種類に応じ、該当するコードをカ
ラムに記入すること。
なお、「土木一式工事」について記入した場合においてはその次の「業種コード」の欄は「プレストレ

ストコンクリート構造物工事」のコード「011」を記入し、「完成工事高」の欄には「土木一式工事」の
完成工事高のうち「プレストレストコンクリート構造物工事」に係るものを記入することとし、当該工
事に係る実績がない場合においてはカラムに「０」を記入すること。また、「元請完成工事高」の欄には
「土木一式工事」の元請完成工事高のうち「プレストレストコンクリート構造物工事」に係るものを記
入することとし、当該工事に係る実績がない場合においてはカラムに「０」を記入すること。同様に、「と
び・土工・コンクリート工事」に記入した場合においては「業種コード」の欄に「法面処理工事」のコ
ード「051」を記入し、「鋼構造物工事」に記入した場合においては「業種コード」の欄に「鋼橋上部工
事」のコード「111」を記入し、それぞれの工事に係る完成工事高及び元請完成工事高を記入すること。
「完成工事高」の欄は、３ １で記入した各審査対象事業年度ごとに完成工事高を記入すること。また、
「元請完成工事高」の欄においても同様に、各審査対象事業年度ごとに元請完成工事高を記入すること。
ただし、審査対象事業年度及び審査対象事業年度の直前２年の審査対象事業年度について申請する場合
にあつては、完成工事高においては審査対象事業年度の直前２年の各審査対象事業年度の完成工事高の
合計を２で除した数値を記入し、「完成工事高計算表」に直前２年の審査対象事業年度ごとに完成工事高
を記入すること。同様に、元請完成工事高においても審査対象事業年度の直前２年の各審査対象事業年
度の元請完成工事高の合計を２で除した数値を記入し、「元請完成工事高計算表」に直前２年の審査対象
事業年度ごとに元請完成工事高を記入すること。
また、平成 28 年６月１日から平成 31 年５月 31 日までの間にとび・土工工事業又は解体工事業の経営

事項審査を受けようとするときは、必ず「とび・土工・コンクリート工事・解体工事（経過措置）」につ
いても記載すること。その際、「完成工事高」の欄にはとび・土工・コンクリート工事及び解体工事の完
成工事に係る請負代金の額の合計を記載すること。元請完成工事高の欄についても同様とする。

コード 工事の種類 コード 工事の種類 コード 工事の種類

010 土 木 一 式 工 事 100 タイル・れんが・ブロック工事 200 機 械 器 具 設 置 工 事
011 プレストレストコンクリート構造物工事 110 鋼 構 造 物 工 事 210 熱 絶 縁 工 事
020 建 築 一 式 工 事 事 111 鋼 橋 上 部 工 事 220 電 気 通 信 工 事
030 大 工 工 事 120 鉄 筋 工 事 230 造 園 工 事
040 左 官 工 事 130 ほ 装 工 事 240 さ く 井 工 事
050 とび・土工・コンクリート工事 140 し ゆ ん せ つ 工 事 250 建 具 工 事
051 法 面 処 理 工 事 150 板 金 工 事 260 水 道 施 設 工 事
060 石 工 事 160 ガ ラ ス 工 事 270 消 防 施 設 工 事
070 屋 根 工 事 170 塗 装 工 事 280 清 掃 施 設 工 事
080 電 気 工 事 180 防 水 工 事 290 解 体 工 事
090 管 工 事 190 内 装 仕 上 工 事 300 とび・土工・コンクリート工事

・解体工事（経過措置）
５～８ （略）

様式第二十五号の十一別紙一
（略）
記載要領
１～３ （略）
４ ３ ２ 「業種コード」の欄は、次のコード表により該当する工事の種類に応じ、該当するコードをカ
ラムに記入すること。
なお、「土木一式工事」について記入した場合においてはその次の「業種コード」の欄は「プレストレ

ストコンクリート構造物工事」のコード「011」を記入し、「完成工事高」の欄には「土木一式工事」の
完成工事高のうち「プレストレストコンクリート構造物工事」に係るものを記入することとし、当該工
事に係る実績がない場合においてはカラムに「０」を記入すること。また、「元請完成工事高」の欄には
「土木一式工事」の元請完成工事高のうち「プレストレストコンクリート構造物工事」に係るものを記
入することとし、当該工事に係る実績がない場合においてはカラムに「０」を記入すること。同様に、「と
び・土工・コンクリート工事」に記入した場合においては「業種コード」の欄に「法面処理工事」のコ
ード「051」を記入し、「鋼構造物工事」に記入した場合においては「業種コード」の欄に「鋼橋上部工
事」のコード「111」を記入し、それぞれの工事に係る完成工事高及び元請完成工事高を記入すること。
「完成工事高」の欄は、３ １で記入した各審査対象事業年度ごとに完成工事高を記入すること。また、
「元請完成工事高」の欄においても同様に、各審査対象事業年度ごとに元請完成工事高を記入すること。
ただし、審査対象事業年度及び審査対象事業年度の直前２年の審査対象事業年度について申請する場合
にあつては、完成工事高においては審査対象事業年度の直前２年の各審査対象事業年度の完成工事高の
合計を２で除した数値を記入し、「完成工事高計算表」に直前２年の審査対象事業年度ごとに完成工事高
を記入すること。同様に、元請完成工事高においても審査対象事業年度の直前２年の各審査対象事業年
度の元請完成工事高の合計を２で除した数値を記入し、「元請完成工事高計算表」に直前２年の審査対象
事業年度ごとに元請完成工事高を記入すること。

コード 工事の種類 コード 工事の種類 コード 工事の種類

010 土 木 一 式 工 事 100 タイル・れんが・ブロック工事 200 機 械 器 具 設 置 工 事
011 プレストレストコンクリート構造物工事 110 鋼 構 造 物 工 事 210 熱 絶 縁 工 事
020 建 築 一 式 工 事 事 111 鋼 橋 上 部 工 事 220 電 気 通 信 工 事
030 大 工 工 事 120 鉄 筋 工 事 230 造 園 工 事
040 左 官 工 事 130 ほ 装 工 事 240 さ く 井 工 事
050 とび・土工・コンクリート工事 140 し ゆ ん せ つ 工 事 250 建 具 工 事
051 法 面 処 理 工 事 150 板 金 工 事 260 水 道 施 設 工 事
060 石 工 事 160 ガ ラ ス 工 事 270 消 防 施 設 工 事
070 屋 根 工 事 170 塗 装 工 事 280 清 掃 施 設 工 事
080 電 気 工 事 180 防 水 工 事 （新設） （新設）
090 管 工 事 190 内 装 仕 上 工 事 （新設） （新設）

５～８ （略）



- 35 -

○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十五号の十一別紙二
（略）
記載要領
１～５ （略）
６ 「業種コード」の欄は、経営規模等評価等対象建設業のうち、技術職員の数の算出において対象とする建
設業の種類を次の表から２つ以内で選び該当するコードを記入すること。なお、平成 28 年６月１日から平
成 31年５月 31日までの間に、とび・土工工事業又は解体工事業の経営事項審査を受けようとするときは、
必ず、とび・土工工事業の技術職員については「業種コード」の欄に「とび・土工工事業」のコード「05」
を、解体工事業の技術職員については「業種コード」の欄に「解体工事業」のコード「29」を、とび・土工
工事業及び解体工事業の技術職員については「業種コード」の欄に「とび・土工工事業・解体工事業（経過
措置）」のコード「99」を、それぞれ記入すること。この場合、「業種コード」の欄に「とび・土工工事業」
のコード「05」が記入された技術職員はとび・土工工事業及びとび・土工工事業・解体工事業（経過措置）
の技術職員として、「業種コード」の欄に「解体工事業」のコード「29」が記入された技術職員は解体工事
業及びとび・土工工事業・解体工事業（経過措置）の技術職員として、「業種コード」の欄に「とび・土工
工事業・解体工事業（経過措置）」のコード「99」が記入された技術職員はとび・土工工事業、解体工事業
及びとび・土工工事業・解体工事業（経過措置）の技術職員として、それぞれ審査される。

コード 建設業の種類 コード 建設業の種類 コード 建設業の種類
01 土 木 工 事 業 11 鋼 構 造 物 工 事 業 21 熱 絶 縁 工 事 業
02 建 築 工 事 業 12 鉄 筋 工 事 業 22 電 気 通 信 工 事 業
03 大 工 工 事 業 13 ほ 装 工 事 業 23 造 園 工 事 業
04 左 官 工 事 業 14 し ゆ ん せ つ 工 事 業 24 さ く 井 工 事 業
05 と び ・ 土 工 工 事 業 15 板 金 工 事 業 25 建 具 工 事 業
06 石 工 事 業 16 ガ ラ ス 工 事 業 26 水 道 施 設 工 事 業
07 屋 根 工 事 業 17 塗 装 工 事 業 27 消 防 施 設 工 事 業
08 電 気 工 事 業 18 防 水 工 事 業 28 清 掃 施 設 工 事 業
09 管 工 事 業 19 内 装 仕 上 工 事 業 29 解 体 工 事 業
10 タイル・れんが・ブロック工事業 20 機 械 器 具 設 置 工 事 業 99 と び ・ 土 工 工 事 業

・解体工事業（経過措置）

７～９ （略）

様式第二十五号の十一別紙二
（略）
記載要領
１～５ （略）
６ 「業種コード」の欄は、経営規模等評価等対象建設業のうち、技術職員の数の算出において対象とする建
設業の種類を次の表から２つ以内で選び該当するコードを記入すること。

コード 建設業の種類 コード 建設業の種類 コード 建設業の種類
01 土 木 工 事 業 11 鋼 構 造 物 工 事 業 21 熱 絶 縁 工 事 業
02 建 築 工 事 業 12 鉄 筋 工 事 業 22 電 気 通 信 工 事 業
03 大 工 工 事 業 13 ほ 装 工 事 業 23 造 園 工 事 業
04 左 官 工 事 業 14 し ゆ ん せ つ 工 事 業 24 さ く 井 工 事 業
05 と び ・ 土 工 工 事 業 15 板 金 工 事 業 25 建 具 工 事 業
06 石 工 事 業 16 ガ ラ ス 工 事 業 26 水 道 施 設 工 事 業
07 屋 根 工 事 業 17 塗 装 工 事 業 27 消 防 施 設 工 事 業
08 電 気 工 事 業 18 防 水 工 事 業 28 清 掃 施 設 工 事 業
09 管 工 事 業 19 内 装 仕 上 工 事 業（新設） （新設）
10 タイル・れんが・ブロック工事業 20 機 械 器 具 設 置 工 事 業（新設） （新設）

７～９ （略）
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

様式第二十五号の十二 様式第二十五号の十二
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

（別表）（二）（抄）
（略）

（別表）（二）（抄）
（略）
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

（別表）（四）（抄） （別表）（四）（抄）
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○建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号） ※改正部分に下線。新設及び削除の場合は下線を省略。

（別表）（五） （別表）（五）


